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Ⅱ．医療法人化（医療法人成り）について 
 

ａ.個人開業医と医療法人の税制上の取り扱い 

 

（1）個人開業医と医療法人の主な相違点 

医療法人化とは、院長個人が行っている医業を、院長等が出資者となって設立した

医療法人において継続することをいい、医療法第 39 条において「病院、医師若しく

は歯科医師が常時勤務する診療所又は介護老人保健施設を開設しようとする社団又

は財団は、この法律の規定により、これを法人とすることができる。」とされており、

医療法人化が認められている。 

院長個人で医業を行う場合と、院長個人とは別個独立の人格を有する医療法人にお

いて医業を行う場合では、経営面で表２－１のような相違点がある。 

 

表２－１ 主な相違点 

 個人 医療法人 

開設者 医師個人 法人 

業務範囲 診療所・病院の経営 
診療所・病院・介護老人保健

施設等の経営・附帯業務 

配当の可否 － 禁止 

登記 不要 必要 

会計年度 1月 1日～12月 31日 任意 

決算の届出 不要 必要 

 

 

（2）個人開業医と医療法人の税制のあらまし 

個人開業医として医業を行う場合と医療法人において医業を行う場合では、医業所

得に対する税制上の取り扱いが次のように異なる。 

 

① 個人開業医として医業を行う場合 

院長に対し、診療報酬等の収入金額から必要経費を控除した所得金額に所得税、

住民税及び事業税が課税される。 

 



  

② 医療法人において医業を行う場合 

院長に対し、医療法人から支給される役員報酬に所得税及び住民税が課税され、

医療法人に対し、診療報酬等の収入金額から役員報酬を含めた経費を控除した所

得金額に法人税、住民税及び事業税が課税される。 

 

したがって、医療法人化したときの税制上の有利・不利を検討する場合には、個人

開業医段階での所得税・住民税・事業税の合計額と、医療法人化した後の医療法人の

法人税・住民税・事業税の合計額及び院長等の役員報酬に対して課税される所得税・

住民税の合計額とを比較することになる。 

 

（3）医療法人化の税制上のメリット・デメリット 

医療法人化を行った場合の主な税制上のメリット・デメリットは、表２－２のとお

りである。 

 

表２－２ 医療法人化した時の税制上のメリット・デメリット 

メリット デメリット 

・ 個人と法人の税率構造の違い 

・ 給与所得控除の適用 

・ 所得の分散 

・ 退職金の損金算入が可能 

・ 生命保険の保険料の損金算入が可能

・ 欠損金の繰越期間が長い 

・ 減価償却費の計上が任意 

・ 社会保険診療報酬に係る源泉徴収が

ない 

・交際費の損金算入限度有り 

 

個人開業医が社会保険診療報酬の所得計算の特例を適用している場合又は事業

承継時において、医療法人化より税負担を軽減できるか否かについては個々の事例

によって異なる。 

 

（4）個人開業医と医療法人の税率構造の違い（事業税を除く） 

個人開業医の医業所得（事業所得）に係る所得税及び住民税の税率は、所得が増え



  

れば増えるほど税率が高くなる「超過累進税率」であるのに対し、医療法人の所得に

係る法人税及び住民税の税率は、所得に対して一定の税率を適用する「比例税率（資

本金１億円以下は２段階比例税率）」である。 

個人開業医の最高税率は 50％（所得税 37％、住民税 13％）であるのに対し、医療

法人の最高税率は 36.21％（法人税 30％、住民税 6.21％）である。税率のみを単純に

比較すると課税所得が９００万円を超える部分は医療法人の税率の方が低くなる。 

 

（5）給与所得控除の適用 

院長が医療法人から受け取る役員報酬は、所得税法上、給与所得に該当し、事業所

得にはない「給与所得控除」が適用されるため、課税所得の圧縮が可能である。設立

費用等を考慮せず、単純に単年度の税額のみを比較した場合、この給与所得控除の効

果があるため、年間の医業所得金額が 500 万円程度であっても医療法人の方が有利に

なる場合がある。 

なお、給与所得は次のように計算される。 

 

①所得金額の計算 

 

 

②給与所得控除額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6）所得の分散 

 個人開業医の場合、配偶者その他の親族に対する給与を必要経費に算入するために

は、その親族（15 歳未満の者は除く）が事業に専ら従事していることが要件となる。

したがって、医業に専従していない親族に支給した給与は必要経費に算入することが

給与所得の金額＝（収入金額）－（給与所得控除額） 

1,000万円超 

660万円超 1,000万円以下 

360万円超 660万円以下 

180万円超 360万円以下 

180万円以下 

給与収入 

収入金額×5％+170万円 

収入金額×10％+120万円 

収入金額×20％+54万円 

収入金額×30％+18万円 

収入金額×40％（65万円未満の場合は 65万円） 

給与所得控除額 



  

できない。また、専従者給与額について、課税庁と妥当性の見解が分かれることが多

い点も指摘されている。一方、医療法人の場合、親族が医療法人の理事に就任し経営

に参画することにより、役員報酬の支給が可能であり、支給した役員報酬は、適正金

額であれば医療法人の損金の額に算入される。親族の受け取った役員報酬は、上記(5)

のとおり、給与所得控除を受けることが可能であり、かつ、所得税及び住民税は超過

累進税率であるから、所得の分散により、医療法人、院長及びその親族の総体で見た

場合の税負担を軽減できる可能性がある。 

 

（7）退職金の損金算入が可能 

 個人開業医の場合、院長はもちろん事業専従者（親族）に支給した退職金も必要経

費に算入することは認められない。一方、医療法人の場合、院長及び親族に支給した

退職金については、適正金額であれば損金の額に算入することができ、医療法人の所

得金額を圧縮することが可能である。また、院長等の受け取った退職金は、退職所得

として所得税及び住民税が課税されるが、老後の生活保障等を考慮し他の所得に比べ

て税負担が軽減されており、医療法人と院長等の総体で見た場合の税負担を軽減でき

る可能性がある。 

なお、退職所得は次のように計算される。 

 

①所得金額の計算 

 

 

②退職所得控除額 

 

 

 

 

 

（8）生命保険（定期保険）の保険料の損金算入が可能 

 個人開業医が支払った定期保険の保険料は、所得税の計算上、生命保険料控除の対

象となり 5万円を上限として所得金額から控除される。一方、医療法人を契約者及び

保険金受取人として定期保険を契約した場合、医療法人の支払った保険料のうち、期

間の経過に応じて計算した金額等が損金の額に算入される。この場合、損金の額に算

退職所得の金額＝（退職金の収入金額－退職所得控除額）×1/2 

勤続年数 

20年以下 

20年超 

控除額 

70万円×（勤続年数－20年）+800万円 

40万円×勤続年数（最低 80万円） 



  

入できる金額には上限が設けられていない。 

 

（9）欠損金の繰越期間 

個人開業医の医業所得（事業所得）の金額が赤字（純損失）になった場合、その赤

字が発生した年の翌年から 3年間にわたり繰越控除が可能である。一方、医療法人の

所得金額が赤字になった場合、その赤字が発生した事業年度の翌事業年度から７年間

にわたり繰越控除が可能である。 

 

（10）減価償却費の任意償却 

 減価償却費の計上について、個人開業医は強制償却とされているが、医療法人は任

意償却とされている。このため、医療法人は、欠損金の繰越期限の到来する事業年度

において、減価償却限度額を満額費用計上すると赤字になる場合やその欠損金の金額

未満の所得しか出ない場合には、減価償却費を計上しないことにより、欠損金の切捨

てを防止することが可能である。 

 

（11）社会保険診療報酬に対する源泉徴収 

個人開業医の場合、社会保険診療報酬支払基金法の規定により同基金から支払を受

ける診療報酬に対して一定額が源泉徴収される。一方、医療法人が受け取る上記診療

報酬に対しては源泉徴収がない。したがって、医療法人化により納税のタイミングを

遅らせることができ、当面の資金繰りの自由度が増す場合がある。 

なお、源泉徴収額は次のように計算される。 

 

 

 

 

 

 

（12）交際費の損金算入限度 

 個人開業医の場合、交際費に必要経費の算入に限度額の規定はないため、その支出

が業務遂行上必要であれば、金額の大小を問わず、必要経費として算入することがで

きる。但し、業務上必要な支出かどうかについて、課税庁と見解が分かれるケースも

多いようである。一方、医療法人の場合は、資本金の額に応じて損金の額に算入でき

 
 

源泉徴収額＝（社会保険診療報酬支払基金から支払を受ける診療報酬額－20万円）
×10％ 



  

る金額には限度がある。 

なお、損金の額に算入されない金額は、以下のように計算される。 

 

 

 

 

 

 

 

（13）社会保険診療報酬の所得計算の特例（いわゆる四段階制） 

 医業又は歯科医業を営む個人又は医療法人が、各年又は各事業年度において社会保

険診療報酬につき支払いを受けるべき金額が 5,000万円以下であるときは、当該年分

の事業所得金額又は当該事業年度の所得金額の計算上、社会保険診療報酬に一定率を

乗じて算出した概算経費額を必要経費又は損金の額に算入することができる。 

個人開業医がこの特例を適用している場合であっても、医業所得の金額が大きく、

かつ、実額経費額と概算経費額との乖離が少ない場合には、前述の医療法人化の節税

効果の方が、役員報酬の支給による課税所得（給与所得）の増加の影響よりも大きく、

医療法人化により、医療法人と院長等の総体で見た場合の税負担を軽減することがで

きる可能性がある。 

一方、実額経費額が概算経費額より大幅に少ない場合には、医療法人化による節税

効果よりも、課税所得の増加による影響の方が大きくなり、医療法人化により税負担

が増加する可能性が高い。 

なお、概算経費額は、表２－３に示すとおり社会保険診療報酬額を左欄に掲げる金

額に区分し、それぞれの金額に右欄の概算経費率を乗じて計算した金額の合計額とし

て算出する。 

 

表２－３ 社会保険診療報酬の所得計算の特例(いわゆる四段階制) 

社会保険診療報酬 概算経費率 

2,500万円以下の金額 72／100 

2,500万円超～3,000万円以下の金額 70／100 

3,000万円超～4,000万円以下の金額 62／100 

4,000万円超～5,000万円以下の金額 57／100 

 損金不算入額＝ 
①－（①と②のいずれか少ない金額×90％） 
① 支出交際費 
② 年 400万円 

 

資本金１億円以下の医療法人 

 

損金不算入額＝支出交際費 

資本金１億円超の医療法人 



  

（14）事業承継 

相続時において、個人開業医として医業を行っている場合には、個々の医業用財産

と債務が相続財産となる。一方、医療法人（社団）において医業を行っている場合に

は、医療法人に対する出資が相続財産となる。 

事業承継者が特定されている場合には、医療法人設立時に院長の 100％出資とせず、

当該事業承継者に一部出資させることにより、医療法人内部に留保された利益の一部

を、出資を通じて間接的に事業承継者へ帰属させることが可能であり、院長の相続財

産の増加を抑えることができる。 

また、医療法人に対する出資は、相続税額の計算上は、取引相場のない株式に準じ

て評価することとされており、個人開業医の場合よりも、相続財産の評価額を引き下

げられる可能性がある。さらに、特定事業用資産の特例の規定の適用により、相続税

の課税価格を減額できる可能性がある。その他にも事業用建物を医療法人に賃貸する

ことにより、土地については貸家建付地 4、建物については貸家として評価されるた

め評価額の引き下げが可能である。 

事業承継者がいない場合には、相続人は医療法人に対する出資について一旦相続税

が課税され、その後の医療法人の解散時において、医療法人内部に留保された利益が

残余財産として分配され、当該分配額は配当所得として所得税及び住民税が課税され

る。このため、個人開業医の場合よりも、税負担が重くなる可能性がある。ただし、

医療法人内部に留保された利益を個人（遺族）に環流させる際に、その全部又は一部

を役員退職金として支給することにより、医療法人の方が税務上有利となる場合があ

る。 

 なお、現在、社団医療法人の社員は、「法人財産に対する持分を有しないことと整

理すべき」とし、拠出した拠出金を限度として財産の払戻しを行うべきとする医療法

人制度改革が検討されており、この場合には、現行制度を前提とした出資金評価は、

不合理な評価方法となる。 

 

（15）総括 

現在、医療法人制度については、厚生労働省において改革案が検討されているが、

未だ最終決定に至っていない現状にある。 

したがって、ここでは前述のとおり、現制度下における取り扱いについて考察を行

い、総括することとする。 

                                                  
４貸家建付地：貸家の目的とされている宅地、すなわち所有する土地に建築した家屋を他に貸し付けている場合のその土地。 



  

個人開業医と医療法人との税制上の有利・不利はケース・バイ・ケースである。個

人開業医段階での所得金額や医療法人化した後の院長及び親族の給与の決め方、さら

には診療所の土地、建物その他事業に必要な医療機器などを医療法人に現物出資する

のか、それとも医療法人へ賃貸するのか等、前述以外にも様々な要因が絡むため、一

概に医療法人化が有利であると判断することはできない。したがって、個々の診療所

の状況を踏まえて正確なシミュレーションを行う必要がある。 

また、個人開業医と医療法人では、上記(1)で記載したように、経営面において様々

な相違点がある。医療法人であれば、同一医療機関として経営の永続性を確保するこ

とができ、また、事業資金と個人資金を区分することにより経営状態を把握しやすく

なるが、その一方で、医療法人は配当が禁止されており、また都道府県知事への決算

書類の提出や資産の総額の登記等が必要である。したがって、医療法人化に当たって

は、これらの経営面の相違点も含めたところで、総合的に医療法人化の有利・不利を

検討する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


